
気候変動への適応と
地域での取組みについて

国立研究開発法人 国立環境研究所
気候変動適応センター

2020年２月２１日

資料５ー1



新潟県

高知県

茨城県

三重県

滋賀県

静岡県

神奈川県

埼玉県

愛知県

長野県

気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応センターの設置状況

(2020年1月17日現在)

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地方公共団体の適応

計13県

民間の機関

地方公共団体（庁内組織等）

地方環境研究所

大学

福岡県

宮崎県

香川県

2



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地域気候変動適応センターの活動事例
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協議会等の開催

国民参加型事業の受託情報発信

研究

各センターの設立母体の特徴等に応じて活動を実施

サイエンスカフェ

山と自然のサイエンスカフェ＠信州

センターだよりの発信

愛知県環境調査センター

例：福岡県気候変
動適応推進協議会

適応策推進の為の協議会等をセンター主
体で開催

環境省「気候変動影響評価・適応推進事業」資料より抜粋

2019年度受託地方公共団体
茨城県、静岡県、愛知県、三重県、
滋賀県

環境研究総合推進費への応募やモニタリ
ング調査等の実施

研究代表機関 課題名 年度

長野県環境保
全研究所

気候変動適応を推進するための情
報デザインに関する研究

2019-
2021

埼玉県環境科
学国際センター

建物エネルギーモデルとモニタリング
による炭素排出量・人工排熱量の
高精度な推計手法の開発

2019-
2021

長野県環境保全研究所

【環境研究総合推進費採択例】



本制度は国環研と地域気候変動適応センター等との研究交流を促進し、環境
研究の発展及び気候変動適応法第11条に定める地域への技術的援助を図るた
めに行うものである。

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応に関する地域センター等との共同研究（案）
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国環研と共同研究を行う研究者は、地域適応センター、又は地方公共団体が
地域適応センターの役割を担わせることとして、設立準備を進めている組織に所
属し、当該研究実施に必要な能力と経験を有するものとする。

気候変動影響の観測・監視及び予測・評価並びに気候変動適応に関する研
究に限る。

国環研において共同研究計画を定め、国環研と複数の地域適応センター等の
研究者が参加して共同研究を実施するもの。

令和３年３月（令和３年度以降は、３カ年を限度とすることを予定）までとする。
ただし、継続研究を新たな研究として実施することは妨げない。

設置趣旨

資格

研究内容・期間

制度の設置趣旨及び資格等について①
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提案書を地域適応センター

長等宛てに送る（共同研究

の依頼） 提案書を担当研究者に送る

国環研研究者に結果を

知らせる
同意する場合同意書を送る

共同研究を開始

(採択の場合)

地域適応センター長等

研究者

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応に関する地域センター等との共同研究（案）

共同研究（適応型）応募スキーム

国環研 地域適応センター等

研究課題、方法、内容に

ついて十分な協議

研究者 研究者

提案書を作成
(合意)

所属センター長の

承認を得る

適応センター(推進室)

委員会＊

採否の決定

＊適応センター長及び適応センター長

が指名する者で構成する委員会

提案書提出

（随時受付）

適応センター長

適応センター幹事会に報告

提案書審議

(地域適応センター長

の内諾を得ておく)
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応策と不確実性

時間軸 過去 現在 未来

気候変動
の把握

実測値 予測（不確実性を伴う）

適応策

・潜在的適応策（既存の施策が気候変動対策となっている）
・追加的適応策（将来予測を考慮した気候変動対策）

＜追加的適応策＞
予測を元に、幅を持たせて適応策を策
定（順応的管理が有効）

例）治水・水害対策等

＜潜在的適応策＞
今ある施策に適応策が実装されてい
る

例）熱中症対策、防災対策等

→気候変動適応策は、潜在的適応策として既に行われている。
追加的適応策の視点を含める事により、気候変動への対応力
（レジリエンス）の向上に繋がる。



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動の各分野への影響と部局間連携
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気候変動の影響は、気候の変化を直接受けて生じる影響に加え、自然生態系の
変化、農業や水産業への影響、自然災害への影響等が、産業・経済活動や生活
面にも波及的な影響をもたらす

⇒関連する部局が連携し、将来予測されるリスクを回避・軽減する為の適応策
に取組むことが重要

出典：環境省他「気候変動の観測・予測・影響評価に関する統合レポート2018～日本の気候変動とその影響～ （2018年2月）」p111を改編(https://www.env.go.jp/press/105129.html)

気候変動から産業・経済活動、国民生活・都市生活への影響の流れ

気温の上昇
降水量の変化

海面水位の変化
極端現象の頻度や強度の変化等

⑥産業・経済活動
⑦国民生活・都市生活

気候の変化

自然環境への影響

人間社会への影響①農業、 森林 ・林業
水産業

④自然災害 ・沿岸域

自然生態系➂②水環境 ・水資源

⑤健康



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

各STEPの実施内容 実施時期

○ 気候変動への適応の方針や目標の検討/見直し
○ 地域適応計画の形式の検討/見直し
○ 計画期間の設定/見直し
○ 基礎情報（地理的条件、社会経済状況等）の整理/更新
○ 区域の気候・気象（気温や降水量など）の特徴の整理/更新

【 STEP1 】
地域気候変動適応計画
策定/変更に向けた準備

これまでに、気候の変化や気象現象（高温、大雨等）によって生じたと考えられる
影響の事例、および影響の原因となった気象現象を整理

【 STEP２ 】
これまでの気候変動影響の整理

：主幹部局が中心となって実施 ：主幹部局と関連部局が実施

将来想定される気候変動影響の情報を収集・整理
【 STEP3 】

将来の気候変動影響の整理

各分野の気候変動影響について評価を実施し、地方公共団体において優先度の
高い分野や項目を特定

【 STEP4 】
影響評価の実施

地方公共団体における優先度の高い気候変動影響を対象に、それぞれに関連する
既存施策の情報を収集し、将来の影響に対する施策の対応力を整理

【 STEP5 】
既存施策の気候変動影響への対応力の整理

STEP５で「新規または追加的な施策が必要」とされた気候変動影響に対し、具体
的な適応策の情報を収集し、今後の対応を検討

【 STEP６ 】
適応策の検討

STEP１～STEP６で整理した情報を取りまとめ、地域適応計画を策定
【 STEP７ 】

適応策の取りまとめと
地域気候変動適応計画の策定

地域適応計画に取りまとめた適応策の実施状況を確認
【 STEP８ 】

地域気候変動適応計画の進捗状況の確認

定
期
的
に
見
直
し

地
域
気
候
変
動
適
応
計
画
の
策
定
／
変
更
時

1～2年
ごと

地域気候変動適応計画策定/変更の流れ
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出典：A-PLAT「計画策定マニュアル手順編、雛形編、情報整理シート」(https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/plan/manual.html)

環境省により「地域気候変動適応計画策定マニュアル（平成30年11月）」が作成
されており、その中で計画策定（変更）の流れを８つのSTEPに分けて説明



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

関連部局との検討の進め方

9出典：法政大学 田中充教授「気候変動影響への自治体の適応の取組～地域からの適応に向けて～」地域適応コンソーシアム九州・沖縄地域事業 気候変動影響及び適応策に関する地方公共
団体セミナー資料(http://kyushu.env.go.jp/to_2018/post_134.html)

各部局の計画や施策等を共有し、気候変動適応の視点を組み込んだ新たな
施策立案に繋げていく事が考えられる



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

関連部局との連携例：【栃木県】気候変動対策推進部会の設置

10出典：「【栃木県】気候変動対策推進部会の設置について（令和元（2019）年７月26 日栃木県環境森林部地球温暖化対策課）」 (http://kanto.env.go.jp/kanto2-s8.pdf )

緩和策と適応策を車の両輪として、総合的かつ計画的に推進するため、
知事をトップとする「とちぎ環境立県推進本部」に「気候変動対策推進部
会」を設置（2019年4月23日）。部会において、地域気候変動適応
計画の策定を進めていくとともに、あらゆる関連施策に適応策を組み込む
などにより、全庁一丸となって気候変動対策に取り組んでいく。

県庁内における推進体制



適応と相乗効果をもたらす施策、すなわち、適応を含む複数の政策目的
を有する施策を推進することも重要（気候変動適応計画p8）
【シナジー】適応と緩和の相互作用で、これらの結合した効果は、それぞれが個別に実施

された場合の効果の和よりも大きい（AR4 WG2 第18章、NIES CGER訳 http://www.cger.nies.go.jp/ja/library/ipcc-ar4-wg2/）

【コベネフィット】一つの目的に向けられた政策又は対策が、社会福祉全般への正味影
響に関わらずその他目的に及ぼしうる正の影響（AR5 SPM 用語集）
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

適応策と各施策の関係

「京都気候変動適応策の在り方研究会」の事例

出典：京都府HP「第3回京都気候変動適応策の在り方研究会」
https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/adaptation/dai3kaikenkyukai.html

適応策の時間的・空間的な
広がりへの考慮や、幅広い主
体への影響を想定
適応策を通じた各施策への相
乗効果、新規のビジネスを生
み出す視点

×
京都らしさを生かした視点

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/adaptation/dai3kaikenkyukai.html
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

各分野の気候変動適応の動き：農林水産業

出典：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」 http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/report.html

⇒今後気候変動が進んでいく過程で、都道府県
や産地等が「どの時点で」、「どのような」
適応策に取り組む必要があるのか等を自ら判
断するための情報を網羅。

「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」報告書
平成31年3月 農林水産省

＜影響評価情報＞ ＜適応策の種類の整理＞ ＜適応策の取組事例の紹介＞
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

農林水産業分野の適応事例：全国の高温耐性米

出典：農林水産省「平成29年度地球温暖化影響調査レポート（平成30年10月）」http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/report.htmlを元に気候変動適応センターにて作図。
高温耐性品種の割合は農林水産省「平成30年地球温暖化影響調査レポート（令和元年10月）」https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/#温暖化レポート から引用
岡山県農林水産総合センター農業研究所「温暖化に対応した水稲の品種選定と栽培技術の確立」 http://www.pref.okayama.jp/norin/nousou/noushi/ondanka/suitou.htm

多くの県で高温耐性品種の導入等が行われており、作付面積も増
加傾向（ H30年産主食用作付面積（全国）のうち高温耐性品
種が占める割合は約9.1％ ）。

岡山県では「きぬむすめ」 、「にこまる」等が栽培されている

http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/report.html
https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/#温暖化レポート
https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/#温暖化レポート
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

各分野の気候変動適応の動き：水環境・水資源／自然災害・沿岸域
国土交通省の「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」において、治水計画等
へ将来予測を取り入れるための技術的評価を実施し提言をまとめる（2019年10月）

出典：国土交通省HP「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/index.html
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

自然災害・沿岸域分野の適応事例：多目的遊水地機能の整備

鶴見川流域にある新横浜公園（神奈川県）は、多目的遊水地の中に整備されており、
平常時は公園として利用され、洪水時には治水施設としての役割を果たす

出典：A-PLAT適応策データベース「鶴見川多目的遊水地の中にある新横浜公園」 https://adaptation-platform.nies.go.jp/db/measures/report_043.html
国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所、令和元年10月16日（水）記者発表資料「鶴見川多目的遊水地で台風１９号の洪水を貯留～運用開始以降、３番目の洪水量を貯留～」
http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000758712.pdf

⇒鶴見川の水位上昇時、一時的に河川の
水を引き込み、洪水の一部を溜めることで
下流域への洪水被害を低減

⇒公園内にある日産スタジアムは、千本以上
の柱の上に乗る形で建設されており、洪水
時にはスタジアムの下にも貯水が可能

鶴見川多目的遊水地

令和元年台風19号による大雨で鶴見川の水位上昇の際も約94万ｍ３の洪水を一時的に貯留

https://adaptation-platform.nies.go.jp/db/measures/report_043.html


「国立公園等の保護区における気
候変動への適応策検討の手引き
（環境省） 」

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

各分野の気候変動適応の動き：自然生態系分野
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「生物多様性分野における
気候変動への適応（環境省）」

自然生態系分野における適応の考
え方や事例等の提示

出典：環境省
https://www.env.go.jp/nature/biodic/kikou_tekiou.html

出典：A-PLAT
http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/pdf//moej_nationalpark_2019_tebiki.pdf

自然生態系分野における適応策の考
え方や、特に国立公園等の保護区に
おける適応策検討の手順等を提示

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/pdf/moej_nationalpark_2019_tebiki.pdf
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

自然生態系分野の適応事例：新たな松林防除

松くい虫被害が広がってしまった状況で守るべき松林を維持存続する為
に、個別技術を総動員する新たな防除体系を提案

出典：森林総合研究所「平成30年版 研究成果選集 」http://www.ffpri.affrc.go.jp/pubs/seikasenshu/2018/index.html



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

各分野の気候変動適応の動き：産業・経済活動

18

気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）において、経済影響評価及び適応策の在り
方の考察等に関する研究が進められている

出典：文部科学省気候変動適応技術社会実装プログラム第４回適応自治体フォーラム資料「課題③気候変動の影響評価技術の開発」 https://si-cat.jp/staticpages/index.php/201908_ws



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

産業・経済活動分野における適応事例：地方自治体の取組み

出典：神奈川県「民間企業向け気候変動適応セミナー」https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/evt/20190826adapt-seminar.html
富山県「地球温暖化防止・適応策セミナー」http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1705/kj00021082.html
大阪府「事業者向け温暖化「適応」セミナー「温暖化『適応』と持続的なビジネス展開」」

http://www.pref.osaka.lg.jp/chikyukankyo/jigyotoppage/tekiou_business_r1.html
京都府HP「第3回京都気候変動適応策の在り方研究会」 https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/adaptation/dai3kaikenkyukai.html

民間企業向け普及啓発

地方自治体主催で企業活
動に沿った気候変動適応に
関するセミナー等を開催

【神奈川県】 【富山県】

【大阪府】

「京都気候変動適応策の在り方研究会」

京都府・京都市協調で気候変動適応策の
在り方や進め方等について検討する中で、
適応ビジネス創出支援の体制等の検討も
進めている

適応ビジネスの検討
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https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/evt/20190826adapt-seminar.html
http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1705/kj00021082.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/chikyukankyo/jigyotoppage/tekiou_business_r1.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/chikyukankyo/jigyotoppage/tekiou_business_r1.html
https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/adaptation/dai3kaikenkyukai.html


CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

各分野の気候変動適応の動き：国民生活・都市生活

20
出典：国土交通省「グリーンインフラで持続可能な魅力ある国土・都市・地域づくりを！～ グリーンインフラ懇談会「グリーンインフラ推進戦略」の公表～」https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo10_hh_000193.html

国土交通省「グリーンインフラ推進に向けた意見交換会」配布資料http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000024.html

国土交通省「グリーンインフラ推進戦略（令和元年7月）」を公表

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様
な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

（１）グリーンインフラ主流化のための環境整備
⇒グリーンインフラ官民連携プラットフォーム（仮称）の創設等

（２）グリーンインフラ推進のための支援の充実
⇒モデル事業の実施と優良事例の横展開等

（３）グリーンインフラに関する評価手法の開発等
⇒国土管理の観点からのリスク低減効果等の分析等

グリーンインフラとは？

基本方針

推進方策の枠組み

自然環境が有する多様な機能を活用しつつ、多様な主体の幅広い連携のもとに行
うグリーンインフラの取組を社会資本整備や土地利用等を進める際の検討プロセスに
ビルトイン

https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo10_hh_000193.html


CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国民生活・都市生活分野における適応事例：横浜市

21出典：横浜市「気候変動に適応したグリーンインフラの活用」 http://www.mlit.go.jp/common/001267831.pdf
国土交通省「グリーンインフラで持続可能な魅力ある国土・都市・地域づくりを！～ グリーンインフラ懇談会「グリーンインフラ推進戦略」の公表～」参考資料https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo10_hh_000193.html

総合治水対策による雨
水の保水・浸透を図ると
ともに、あらゆる都市空
間を活用して植 栽の成
長を促し、蒸発散効果
でヒートアイランド対策に
も寄与

総合治水対策とヒート
アイランド対策の連携

【例】
① 公共施設、公園、歩道
等の透水性舗装や浸透
ます等の整備

② 住宅・建築物敷地への
雨水浸透ます、雨水貯
留タンクの設置助成

http://www.mlit.go.jp/common/001267831.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo10_hh_000193.html

